
環境技術クラスター（★1）
Q市が経済産業交流を行うデンマークの
コペンハーゲン市では、市同様にスマー
トシティを目指す中で環境技術クラスタ
ーが重要な位置を占める。国際貢献に向
けた市版クラスターの創設とヨーロッパ
のクラスターへの参加に対する見解は。
A産学官が連携した取り組みとして、市
では市環境総合研究所での地中熱利用な
どの実証実験や京浜臨海部コンビナート
高度化等検討会議でのスマートコンビナ
ート構築に向けた協議などがある。今後
も相互に連携を図る中で、市版環境技術
クラスターの創設を検討していきたい。
またコペンハーゲンのクラスターへの参
加は、協議を重ね検討を進めていきたい。

市学力・学習状況調査
Q全国調査も行われており、効率化のた
めにも市の調査は見直すべきでは。
A市学習状況調査は設問や観点ごとに分

析された個人票を配布することで、児童
生徒が自分の学習状況や改善点をより詳
しく把握できるようにしている。各調査
の特徴を生かし有効活用することで、児
童生徒の学習状況を的確に把握し、教育
委員会での施策の検証と改善、各学校で
の指導方法の見直しと充実に努めている。

朝鮮学校補助金
Qなぜ25年度も予算を計上したのか。今
後、社会情勢によっては予算計上・予算
執行を行わない場合もあるのか。
A市内の朝鮮初級学校で学ぶ児童などの
健全育成を図る観点から補助を行うもの
で、教育と政治や外交を直ちに結びつけ
ることは不適当との立場から予算計上を
行ってきた。予算計上や予算執行の判断
は、その時々の社会情勢などを勘案しつ
つ、適切に可否を判断していきたい。

都市農業支援策
Q安定的な農産物の出荷と農業意欲向上
のため、セレサモス出荷奨励金を継続す
ることへの見解は。
A生産者がセレサモスへ地場産農産物を
持続的・安定的に供給できるよう、年間
売上額の２％の出荷奨励金を交付してい
る。現在、地場産農産物の割合は70％超
と高水準を維持しており、制度が有効に

機能していると考える。こうした効果の
維持・発展のためにも、引き続き制度を
実施できるよう関係局で調整していく。

災害時要援護者避難支援制度
Q２万人余を超える要援護者を緊急時に
速やかに保護するため、町内会・自治会、
民生委員の協力を得て制度をつくってい
くのであるならば、情報を提供される側
の負担軽減や支援しやすい環境づくりを
市が率先して行っていくべきでは。
A制度の登録者には、パンフレットなど
で、制度の趣旨や支援の内容を周知し、
日頃から町内会活動などへの参加を呼び
かけ、積極的に地域と交流する機会を増
やすよう働きかけており、引き続き広報
の充実を図りたい。また地域の支援組織
にとって必要な情報を適宜更新し、速や
かな提供に努めるなど、共助による避難
支援体制づくりや支援しやすい環境づく
りに向け関係局・区で取り組みたい。

妊産婦歯科健診
Q妊婦や胎児の健康管理、リスク低減の
上で、健診と同時に保健教育を行うこと
を予防医療として推進すべきである。市
は独自の補助制度を創設すべきでは。
Aこれまで区保健福祉センターの両親学
級やマザーズブラッシング事業の実施、
ホームページなどを活用した歯科保健の

普及・啓発の充実に努めてきた。若い世
代の成人全般の口腔保健向上は、中長期
的な視点から大変重要なため、今後も効
果的な取り組みを検討したい。

障害者雇用の促進
Q障害者の就労機会の拡大に対する労使
双方への支援の取り組みは。
A市民意見募集を経て策定する「障害者
雇用・就労促進基本方針」を基に、企業
向けにはハローワークや就労援助センタ
ーと協働した個別相談会の実施や障害者
雇用を実施する企業の評価と発信などを
通じて促進していく。また就労を希望す
る特別支援学校の生徒や保護者などを対
象に、就労支援機関や企業と協働した就
職セミナーの開催などの取り組みを進め、
就労援助センターを中心に定着支援体制
の強化を図っていきたい。

債権管理条例
Q債権管理の適正化の方針や規則などの
統一基準を明確化する時期は。また所管
局が事務や債権取り立てに万全を期すべ
きだが、見解は。
A方針や規則などは検討を進めており、
できる限り早期に整備したい。今後、条
例などに基づき、納期限までに納付され
ない市民には督促を行うとともに、早期
に催告に着手し、支払い能力がありなが
ら納付に誠意がない場合は、滞納処分に
よる差し押さえなどの法的措置を含めた
着実な債権の回収が重要と考える。研修
などを通し、職員のスキルアップを図り、
適切な債権管理を確実に行っていく。

このほか、市長選挙、24年度決算、スマ
ートシティ戦略、入札制度、新たな保育
需要への対応、生活困窮者の自立促進な
どについて質問がありました。

減債基金（★2）の元金返済見込み
Q26年度に基金からの新規借り入れを行
わず収支均衡を図るとしているが、元金
の返済の見込みは。
A将来にわたり安定的な市民サービスの
提供を行うためには、不断の行財政改革
による持続可能な財政構造の構築が重要
と考えている。借入金の返済も、その取
り組みの見通しを勘案しつつ「川崎再生
フロンティアプラン」第4期実行計画や
次期行財政改革プラン、財政フレームの
策定作業を通じ検討していく。

中学校給食
Q23年の｢中学校完全給食の早期実現を
求める決議」で議会の意思は明示されて
いる。全国で８割以上の都市が導入し、
政令市でも９割以上が導入する現状も踏
まえ、中学生とその保護者にとって最も
望ましい方向性を明らかにすべきでは。
A議会での決議や意見・要望、教育委員会
定例会での意見などを踏まえ調査研究を
行い、教育委員会会議で議論の上、市に
とって望ましい中学校の昼食のあり方を
検討していきたい。

災害時二次避難所（★3）
Q要援護者の支援には二次避難所の確保
が重要だが、現状と需要との整合性は。
A二次避難所に指定している社会福祉施
設などは24年度末現在178カ所である。
25年度は区ごとに施設との連絡会議を開

催し、避難所開設、運営に向けた具体的な
協議を行い、マニュアルの充実と取り組
みの強化を図りたい。また未指定の社会
福祉施設などの運営法人と協議を進め、
体制整備に努めていきたい。 

国家戦略特区
Q国際戦略総合特区と国家戦略特区での
優遇される事項、財政支援などの違いは。
A総合特区は地域主体で進める事業につ
いて、国が規制の特例措置や税制、財政、
金融上の支援措置を行うもので、国家戦
略特区は国が民間事業者や自治体などか
ら規制緩和を含む提案やアイデアを募り、
国主体でプロジェクトを組成する。また
地域によらないプロジェクトに着目した
バーチャル特区という概念も導入され、
地域だけでなく分野や体制も対象とする
点が異なっており、総合特区の指定に関
わらず提案できるものとなっている。

障害者雇用の促進 
Q市の清掃業務委託において、障害者を
雇用する企業への優先発注や活用できる
現場の提供、仕様内容への障害者雇用の
義務付けなどの導入が必要では。
A障害者雇用・就労施策を推進するため
25年8月に「25年度市障害者優先調達推
進方針」を策定し、障害者雇用を促進す
る企業への優先発注の検討を進めている。
また市役所第４庁舎の清掃業務委託では
実習生の受け入れを実施しており、他の
業務委託への拡大も併せて検討している。
障害者雇用を義務付けた仕様の設定では、
業務内容や履行場所に一定の配慮が必要
となるなどの課題があり、関係部局で協
議・検討していきたい。

病児・病後児保育施設の拡充
Q市で委託する病後児保育施設で病児保

育を実施できないのか。
A病児保育施設は中原区内で26年度の開
設に向け準備を進めており、児童の病態
の変化に的確に対応するため、診療所な
どの医療機関への併設がふさわしいと考
える。病児保育へのニーズの高まりから、
現在３カ所ある病後児を対象とする施設
から病児対応施設への転換については、
運営事業者や医師の派遣を依頼している
市医師会とも協議し、実施の可能性を検
討していきたい。

特別養護老人ホームの整備
Q現状の入所希望待機人数と今後の整備
に係る検討課題は。また東京都杉並区で
は区民が優先入居できる特別養護老人ホ
ームを南伊豆に建設し、転居前の自治体
が介護費を負担する住所地特例を利用し
た遠隔入所を計画しているが、見解は。
A25年4月1日現在、早期入居の希望者
が3915人、いずれ入居したいとする者が
1413人の計5328人である。整備に際し、
たん吸引や胃ろうなどの医療依存度の高
い要介護高齢者への対応や障害のある要
介護高齢者の受け皿が課題である。市外
での整備は、今後も高齢者が住み慣れた
地域で安心して暮らせるまちづくりを基
本に高齢者施策を推進していきたい。

このほか、行政評価システム、区役所機
能の強化、スマートシティ戦略の推進、
いじめ対策、児童虐待防止、交通政策の
推進などについて質問がありました。

9月11、12日の本会議では、市長から提出された議案や市政の
重要な事項について代表質問を行いました。
その主な質問と答弁の要旨は次のとおりです。

★1 クラスター
あるテーマや技術を中心とする企業
や大学、  自治体の集合体のことです。

★2 減債基金
市債（借金）を計画的に返済するため
の資金を積み立てる基金のことです。

★3 二次避難所
一次避難所での生活が困難な高齢者
や障害者など災害時要援護者が使用
する社会福祉施設などのことです。

★4 オープンイノベーション
新技術や新製品の開発に際し組織を
越え知識や技術を結集することです。

★5 ゲートキーパー
自殺の危険を示すサインに気付き、
適切な対処を行い、専門相談機関へ
つなぐ役割を担う人のことです。

★6 パーソナルサポーター
利用者に１対１で寄り添い、継続的
に相談にのり、専門知識を生かし、
その人の状態にあった制度を組み合
わせて自立へ導く人のことです。

★7 ブラック企業
労働条件などが劣悪で、従業員に過
重な負担を強いる企業のことです。

★8 長周期地震動
地震で発生する、周期が数秒以上の
ゆっくりとした長い揺れのことです。
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JA直営の大型農産物直売所セレサモス（麻生区黒川）

市の特別養護老人ホーム（中原区）


